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前略 

柏崎刈羽原発の賛否を問う県民投票条例案を審議する臨時県議会（4 月 16～18 日）に

おいて、審議に先立ち、今本教授は参考人として陳述されました。 

しかし残念ながら、その陳述内容については、明らかな誤り、科学的根拠の無い情報、感

覚的な議論、事実認識の欠如や確認不足など、多くの問題を指摘せざるを得ません。 

しかもその誤った内容は、議会審議においても複数にわたって無批判に引用され、議会

での熟議の公正性・正確性の点でも大きな問題が残ったという意味で、地方自治の現場で

活動する自治体議員として、看過できない問題だと認識しています。臨時県議会後すでに

2 か月経っているとはいえ、今本教授に私たちの問題意識をお伝えし、質問や指摘にお答

えいただき、そのやりとりを通して課題を広く明確にするため、公開で質問状をお届けするも

のです。 

なお、ここでの指摘や質問については、失礼な表現もあるかもしれませんが、言うまでもな

く人格を攻撃する意図はなく、事実や根拠に基づき論理的に導き出される議論であることを

お断りしておきます。 

以下、質問や要請をお読みいただき、お答えいただきますよう、お願いいたします。 

お忙しいところお時間がなく申し訳ありませんが、ご回答は 6 月 27 日（金）までにお願い

いたします。 

 

１. 「県北から柏崎刈羽原発まで 200 キロ」について 

今本教授は「原発再稼働は県民投票になじむか」という問題提起（参考人資料 p15）の中

で、「県北に居住する県民が 200 キロ近く先にある柏崎刈羽原発について、自分事として考

えて投票できるか」と疑問を呈しておられます。 



しかし、柏崎刈羽原発と県北端の距離は 200 キロではなく、150 キロ（実際に住民が暮ら

すエリアと原発の距離はさらに短い）であり、明らかな間違いです。 

これは「単なる数字の違い」や「思い違い」などでは済まされません。「自分事として考えら

れるか」という問題提起について、「距離」を軸に論じながら、その肝心の距離が間違ってい

る（つまり、基本的な確認さえなされていない）のですから、驚きを禁じ得ません。 

しかもこの「200 キロ」は、議会で何度も安易に引用されています。誤った発言は、制度

上、臨時議会が閉会された今となっては修正できず、その深刻な影響についても自覚すべ

きです。 

この誤りについて、撤回・修正し、県議会・県民に対して説明し、お詫びするとことを求め

ます。 

 

２. 「自分事」として考えることができる範囲について 

上記に続けて、今本教授は「せいぜい意向が問

題としてよいのは、自分事として考えることができる

隣接市町までではないか」と述べています。 

しかし、この主張への反証として、①原発 30 キ

ロ圏（UPZ）自治体には避難計画が義務付けられ

ており、これが再稼働の実質的条件のひとつとな

っている。この UPZ 圏自治体には、図で示すよう

に、「隣接」していない自治体も含まれている（小

千谷市、燕市、出雲崎町） ②県内では立地自治

体以外の全市町村が「市町村による原子力安全対策に関する研究会」を構成し、東電と安

全協定を締結し、国や県、東京電力に対し、度々質疑や要望活動も行なっている ③福島

原発事故による汚染や避難指示区域は、言うまでもなく「隣接」自治体を超えている。チェル

ノブイリ原発事故の影響は、自治体どころかヨーロッパの広い地域に及んだ。④新潟県の

「三つの検証」のうち、「生活への影響」検証部会の報告書では、「新潟県民の皆様」に対

し、「ひとたび原発事故が起こると、その周辺の住民の生活がどのような影響を受けるのかに

ついて、ぜひ『自分ごと』として考えてほしい」旨、呼びかけられている －といった事実があ

げられます。 



このような重要な客観的事実があるにもかかかわらず、「せいぜい隣接市町まで」とする科

学的根拠をお示しください。 

 

３. 「議会不要論」について 

今本教授は「住民投票を行う場合に、議会との関係を整理する必要がある（ともすれば議

会不要論にもつながることに注意）」などとしています（参考人資料 p4）。しかし、これまで住

民投票が行なわれた地域で、実際に「議会不要論」が重大問題になった具体的な事例があ

るのであれば、具体的にお示し下さい。 

 

４. 住民の「責任」について 

今本教授は「県民がどこまで考えて投票ができるか」として、「交付金等の影響」や「東電

による損害賠償請求」について「明確に説明されていない」とも指摘しています（参考人資料

p15)。また、「住民投票で決定することは、その決定に住民が責任を持つ」ことだとし、「住民

は責任に堪えられるか」（参考人資料 p16)などとしています。 

しかし、そもそもここで言う「責任」とは何なのか、「明確に説明されて」いません。福島原発

事故の被害の大きさに見合う「責任」は、結局、原発を推進した政府、政治家、企業経営

者、自治体も、誰も取っていません。東電経営者は、一審で求められた民事上の賠償責任

さえ二審では免れました。ところが、「投票で決めた」場合だけなぜ、どのような形で「住民が

責任を取」らなければならないのか、意味不明、荒唐無稽な暴論です。 

そもそも、政府は再稼働について地元自治体・県に事実上の同意を要請しています。「損

害賠償の可能性」等のリスクがあるとすれば、それは県民投票固有の問題ではなく、首長判

断や議会判断でも同じです。それを県民投票自体の問題であるかのように主張（もしくは誘

導・ミスリード）するのは、議論のすり替えです。 

以上の疑問に対し、納得できるように「明確に説明」してください。 

 

５. 拘束力問題について 

条例案の法的拘束力の問題に関し、そもそも条例案で賛否の最終判断は知事に委ねて

います。この点では法的拘束力問題は「クリアしている」と今本教授も認めているところです。 



ところが、陳述および資料では「実際には、住民投票の結果に従わないことは想定されな

いとされる」などとしています。しかし、「実際には」、沖縄県名護市で米軍ヘリポート基地建

設の是非を問う市民投票（1997 年）の際、反対が過半数を占めたにもかかわらず、当時の

市長が移設受け入れを表明した例（住民側の損害賠償も退けられ、司法判断もこれを容認）

など、住民投票の結果に首長が従わなかった例はわずかながらあります（武田真一郎著「自

治と参加の理論」 東信堂、2024 年 p47～p49）。 

住民投票の結果には道義的・政治的な意味で従うべきだとまでは言えますが、事実として

首長が従わないことは、事実としても、司法判断としても、「想定されない」わけではありませ

ん。 

こうした事実があるにもかかわらず、意図にか、あるいは単に確認不足によるものか、「想

定されないとされる」などという陳述が、結果として実態以上に「拘束力」があるものと誤認さ

せ、条例反対派による「県民投票によって首長や議会の判断・議論が拘束される」「自由な

議論が制限される」かのような議論を誘導する役割を果たしたと言えます。 

この点についても、事実や司法判断に反する陳述を行なった経緯を含め、弁明を求めま

す。 

 

６. 市町村の「拒否」について 

今本教授は、条例案の問題点として「市町村の拒否の可能性」もあげています（参考人資

料 p14）。 

地方分権一括法成立以降、県と市町村は対等であり、県条例によって市町村の事務まで

単純に義務付けることはできないことは言うまでもありません。一方で、都道府県が責任を負

う事務について、その具体的事務を市町村に委譲して処理すべきものも少なくありません。

そのため、ご存知の通り自治法には「都道府県の事務を条例によって市町村の事務とするこ

とができる」（252 条の 17 の 2）とする規定（「事務処理特例」）があり、今回の条例案におけ

る市町村への事務委譲もこの規定に拠っています（ただし、開票主体については条例案

上、不備がありました）。 

この「事務処理特例」は、まちづくり、産業、福祉・保健、教育、環境、生活・安全等、幅広

い行政分野の都道府県の多くの事務で活用されています（内閣府 https://x.gd/JknM2   

参照）。 

https://x.gd/JknM2


事務処理特例の規定には、同意要件はありません。もちろん、市町村首長の態度表明と

して、あるいは事務執行の予算の議会での否決など、事実上の「拒否」の「可能性」は（残念

ながら）あり得ます。 

しかし、「可能性」をあげるなら、上にあげたような事務処理特例を用いたあらゆる事務に

生じうるものであり、これを県民投票固有の問題であるかのような議論も、すり替えです。 

さらに、そもそも、投票が市町村でおこなわれる場合というのは、条例が県議会で可決さ

れていることが前提となります。その執行を仮に市町村が「拒否」できたとしても、それには高

度の合理的理由が必要になるはずです。 

以上から、「拒否した場合」の可能性について論ずるには、今本教授の問題提起は説明

が不十分であることに加え、自治法の解釈からも不適切であり、当を得ていません。 

この点も、納得できる説明を求めます。 
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